
清水区障害者相談支援連絡調整会議

	＜地域課題１　　訪問入浴事業について＞



	概要
	　障害者総合支援法による地域生活支援事業は、市町村の創意工夫によって、利用者の状況に応じて柔軟に実施できるという特色がある。
　その中に「訪問入浴サービス｣が位置づけられている。身体障がいのある人の身体の清潔の保持、心身機能の維持等を目的として、在宅で生活する身体障がいがあり、単独で入浴が困難な人の家庭を訪問し、入浴サービスを提供する事業である。
これまでにも18歳以下の障害児についても対象とするなど制度の改善はなされているが、年間の利用回数が決まっているため、週１回程度しか入浴ができないことや、訪問入浴サービスの受託事業者が１ヵ所のみということで、利用者は選択の余地がなく、次のような課題がある。
１　スタッフ(看護師含む)の人数不足のため、訪問日程の変更を余儀なくされる。
２　スタッフ(看護師含む)が固定されていないため、利用の度に本人の状態や入浴の際の留意事項などを説明しなければならないことが多く、急な容態変化等に対する的確な判断ができるかどうか不安がある。(利用者に関する理解・知識がない)
３　他事業所の訪問入浴サービスを希望し、利用した場合は全額自己負担となってしまう。

	参考事例1

	Aさん　男性　60代　障害名：脳性麻痺　程度区分６　

身体88.5時間、家事9時間

週1回の利用予定。前年度末の一時期、スタッフ(看護師含む)不足との理由から隔週利用になった月があり、その間は、急遽ヘルパーが清拭対応を行った。一人暮らしであり、訪問入浴以外の入浴はしていない。

	参考事例2
	Bさん　男性　30代　障害名：頸髄損傷　区分６

重度訪問介護330時間　独居

居室の構造上と起立性貧血のため起き上がりができず、自宅浴室での入浴は困難のため、週に1回訪問入浴利用している。スタッフ(看護師含む)が代わってしまうことで、何度も入浴の度に説明しなければならない。

	参考事例3
	Cさん　男性　40代　障害名：頸髄損傷　　区分６　

身体介護102時間

スタッフ(看護師含む)が代わることが多く、その都度説明することが大変なために、ヘルパーによる清拭のみで対応することとし、訪問入浴サービスの利用をやめた。

	参考事例4

	Dさん　男性　30代　障害名：筋ジストロフィー　　区分６　

重度訪問介護536時間

訪問看護による簡易浴槽入浴2回/週、訪問入浴1回/週を利用している。訪問入浴のスタッフ(看護師含む)が代わってしまうことにより、毎回説明しなければならないため、本人がマニュアルを作成して事業所に依頼している。

	参考事例5

	Eさん　男性　50代　障害名：脳性麻痺　区分６　

重度訪問介護274時間

一人暮らしのため、週間・月間計画に沿った生活をしている。事業所から日程変更の依頼が度々あり、その他のサービス調整が困難となる。

	課題解決への提案
	次期障がい福祉計画において「事業実施形態について、現在１事業所へ委託をしていますが、今後利用者が増加した場合なども視野に入れ、利用者が複数の事業者から選択できる登録制度への移行を検討します。」と｢現状の分析と今後の課題｣に記載されているが、事業者複数化の実現に当たっては、下記の事項について配慮してほしい。
１　看護師の質の向上と固定化及び確実な申し送り体制の確保

２　他事業所との競争による利用しやすく質の高いサービスの実現

３　訪問入浴事業者の選定方法の変更（料金の安い事業所に委託するのではなく、サービスの質も評価する。）

４　訪問入浴利用者全員にアンケート調査を実施し、利用者満足度を反映させる体制の検討



	＜地域課題2　行動に障がいのある人への支援と福祉サービスの基盤整備について＞



	概要
	行動に障がいがあるために児童福祉施設退所後の受け入れ先がなく、在宅生活に戻らざるを得ない。

	参考事例1

	18歳男子　療育手帳Ａ　強度行動障害　激しい多害行為
　本人は、県内の強度行動障がいに対応できる児童施設に入所している。18歳を過ぎたことで、27年３月末に当該施設を退所することを迫られている。本人は父母に対しても、激しい多害行為があり、一時帰宅時に父母とも骨折した事故が複数回ある。厳しい条件の中、複数の成人入所施設のエントリー、受け入れ可能な施設への短期入所の利用を進めてきた。市内の行動障がいに対応できる施設の地域移行計画に合わせ、平成28年４月からの入所が内定しているが、それまでの１年間は在宅支援の可能性があり、家庭が崩壊する危険性をはらんでいる。

	課題解決への提案
	１　自立支援協議会のプロジェクトチームにおいて、児童施設に入所している児童の退所後の支援について、当該児童施設、児童相談所、区生活支援課、相談支援事業所等で情報共有をした上で、本人の退所に向け、数年前から検討できる体制について模索。
２　強度行動障がいに該当する人の受け入れ先は非常に少なく、全市的な課題となっていることから、行動に障がいのある人が円滑に入所できるよう、専門的な人材が加配できるような事業の構築が必要。
３　障害者施設入所支援だけではなく、短期入所等受入先の確保、グループホームの増床等の基盤整備が必要。
４　行動に障がいのある人の障害特性が理解されない家族や事業所等の環境は、いわゆる二次的障害を引き起こす事例も多いことから、専門的な人材の養成は急務である。人材養成を担っている県の役割は指摘するまでもないが、市の施策としても検討をしてほしい。既に、重篤な行動障がいを起こしている方については、入所施設の利用も止むを得ないが、人材の育成により、二次的障害の防止、低減が図られ、地域生活の継続ができるよう配慮してほしい。


	＜地域課題3　児童期から成人期の切れ間のない支援の充実について＞



	概要
	　近年、放課後デイサービス事業所の増加により、児童期（特別支援学校高等部卒業まで）の日中活動は、支援学校の授業時間に加え、放課後及び休日の時間帯もカバーされるようになり、母親の就労や家族の介護の軽減につながっている。
　18歳を過ぎると、本人の日中活動は障害福祉サービス事業所が担うこととなるが、事業所の終了時間から夕方までのケア先がなく、休日のサービスも薄い。また、送迎時間には家族は在宅を余儀なくされ、児童期に比べると、より介護負担が増加し、就業の機会を逸する場合がある。

　家族による介護を前提としたサービス提供の仕組みは、いわゆる『老障介護』の素地になり、家族が疲弊し切ってから入所施設に移行することで、かえって入所施設からの地域移行を阻むことにつながっている。
　相談事例の中には、『事業所の専門性に差異が見られ、特別支援学校在籍時に比べ、一貫した支援が受けにくい』という声も寄せられている。

	課題解決への提案
	　区内の当事者団体と連携し、家族の介護負担について、ニーズや課題を調査す
るとともに、利用者本人のニーズと家族のニーズの調整等、計画相談におけるサ
ービス調整会議のあり方や課題について協議し、実態を把握する。



